
（地方消費税額を含む。）

 11,000円  11,000円
（税込）

 11,000円
（税抜価格10,000円）

 11,000円
うち消費税額等
1,000円

 11,000円
 税抜価格10,000円
 消費税額等1,000円

 11,000円
 税抜価格10,000円
消費税率 10％

　総額表示とは、値札などに税込価格を表示することにより、消費者が商品などの購入を判断す
る前に「消費税額（地方消費税額を含む。）を含んだ価格」を一目で分かるようにするものです。
課税事業者が消費者に対して商品等の販売、役務の提供などの取引を行う際に、あらかじめ取引
価格を表示する場合は、商品や役務などに係る税込価格を表示すること（総額表示）が義務付け
られています。

1 消
費税
の

 仕
組み

2 課
税対
象

3 非
課税
取引

4 輸
出免
税

5 納
税義
務者

6 納
税義
務の

 成
立時
期

7 課
税標
準

8 控
除税
額等
の

 計
算方
法

9 国
境を
越え
た

 役
務の
提供

10 
端数
計算

11 
地方
消費
税

12 
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13 
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地

14 
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16 
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特例

17 
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処理

19 
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18 
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適格
請求
書

発行
事業
者

　詳しくは、国税庁ホームページ内の「インボイス制度特設サイト」をご参照
ください。
　そのほか、特設サイトでは、各種リーフレットやQ&Aを掲載しています。

［6］適格請求書の交付方法の特例
　業務を委託する事業者（委託者）が媒介又は取次ぎに係る業務を行う者（媒介者等）を介し
て行う課税資産の譲渡等について、委託者及び媒介者等の双方が適格請求書発行事業者である
場合には、一定の要件の下、媒介者等が、自己の氏名又は名称及び自己の登録番号を記載した
適格請求書をその委託者に代わって交付することができます（媒介者交付特例）。

【参考】　売手とは異なる別の者（適格請求書発行事業者に限りません。）が、売手に代理して
売手の氏名又は名称及び登録番号を記載した適格請求書を買手に対し交付する方法（代
理交付）も認められます。

【例：委託販売】

委託者
（適格請求書発行事業者）

事
業
者

受託者（媒介者等）
（適格請求書発行事業者）

事
業
者

買手

取
引
先

通知

販売委託 商品の販売

※　委託者及び受託者の双方において適格請求書の写しを保存する必要があります（委託者に対して交付する適格請求書の
写しについては、一定の場合、受託者の作成した精算書でも差し支えありません。）。

受託者に対し、適格請求書発行事業者
である旨の通知をする必要があります。

適格請求書の「写し」を委託者
に交付する必要があります。

受託者の氏名又は名称及び登録番
号を記載した適格請求書を交付で
きます。

適格
請求書
（写）

適格
請求書

3万円未満かどうかは、1商
品ごとの税込金額等で判定
するのではなく、1回の取
引の課税仕入れに係る税込
金額により判定します。

注4

［５］適格請求書の交付義務免除
　適格請求書を交付することが困難な以下の取引は、適格請求書の
交付義務が免除されます。
①　公共交通機関である船舶、バス又は鉄道による旅客の運送
　（3万円未満のものに限ります。）（注4）
②　出荷者等が卸売市場において行う生鮮食料品等の譲渡
　（出荷者から委託を受けた受託者が卸売の業務として行うものに限
ります。）
③　生産者が農業協同組合、漁業協同組合又は森林組合等に委託して
行う農林水産物の譲渡
　（無条件委託方式かつ共同計算方式により生産者を特定せずに行う
ものに限ります。）
④　自動販売機・自動サービス機により行われる課税資産の譲渡等
　（3万円未満のものに限ります。）（注4）
⑤　郵便切手を対価とする郵便サービス
　（郵便ポストに差し出されたものに限ります。）
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［2］総額表示義務の対象となる表示媒体

■具体的な表示媒体の例

も っ と く わ し く

 軽減税率制度実施に伴う価格表示は…

10,000円
（税込11,000円）

例 え ば …

【イートインスペースがある小売店の価格表示の例】

軽減税率制度の実施に伴う価格表示の方法に関するご相談は、以下で受け付けています。

消費者庁表示対策課 03-3507-8800（代表）

異なる税込価格を設定する場合 税込価格を統一する場合

① 持ち帰りと店内飲食
 両方の税込価格を表示

② 店内掲示等を行うことを前提にど
 ちらか一方のみの税込価格を表示

③ 持ち帰りと店内飲食を
 同一の税込価格で表示

あんパン 170円

総菜パン 162円総菜パン
持ち帰り
162円
店内飲食
165円（   ）

（店内掲示）

店内飲食さ
れる場合、
価格が異な
ります。

も っ と く わ し く

 総額表示義務の対象にならないものとは……

 軽減税率制度の実施に伴い、例えばイートインスペースがある小売店等の事業者などは、同一の飲
食料品の販売につき適用される消費税率が異なる場合が想定されます。
 このような場合の価格表示の方法については、消費者庁等から公表されている「消費税の軽減税率
制度の実施に伴う価格表示について」に示されており、例えば、以下の方法があります。

　総額表示の義務付けは、消費者に対してあらかじめ価格表示を行う場合を対象とするものなので、
価格表示を行っていない場合について表示を強制するものではありません。
 また、口頭によるもの、見積書や契約書又は決済段階で作成される請求書や領収書における価格表
示は、総額表示義務の対象とはなりません。

 総額表示の義務付けは、消費者に対してあらかじめ商品の販売、役務の提供等を行う場合の価
格表示を対象としているので、それがどのような表示媒体によるものであるかを問いません。

このような表示も、消費税額を含んだ価

格が明瞭に表示されていますので「総額

表示」に該当します。

・値札、商品陳列棚、店内表示などによる価格の表示
・商品のパッケージなどへの印字あるいは貼付した価格の表示
・チラシ、パンフレット、商品カタログなどによる価格の表示
・新聞、雑誌､テレビ､インターネットホームページ、電子メールなどの媒体を利用した広告
・ポスター、看板などによる価格の表示
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